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令和７年第３回岐阜県議会定例会提出予定議案の概要（条例その他）

（令和７年６月１２日）

議第６３号 岐阜県職員の給与、勤務時間その他の勤務条件に関する条例の一
部を改正する条例について

[担当課：人事課]

育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法
律の一部改正に鑑み、国家公務員に準じて、次のとおり規定の整備を行う。

１ 本人又は配偶者の妊娠又は出産等を申し出た職員に対し、育児休業制
度の情報提供等に併せて以下の措置を講じることを任命権者に義務付け
る。
⑴ 仕事と育児の両立支援制度等に関する情報提供
⑵ 仕事と育児の両立支援制度等の利用に係る意向確認
⑶ 子の心身の状況又は家庭の状況に起因する職業生活と家庭生活の両
立の支障となる事情の改善に資する事項に係る意向確認

⑷ ⑶により意向確認した事項への配慮

２ ３歳に満たない子を養育する職員に対し、一定の期間内に、１⑴から
⑷までに掲げる措置を講じることを任命権者に義務付ける。

（令和７年１０月１日から施行）

資料５
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議第６４号 岐阜県職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例につ
いて

[担当課：人事課]

地方公務員の育児休業等に関する法律の一部改正に伴い、拡充された部
分休業制度（※）に関して条例で規定すべき事項を、国家公務員に準じて
次のとおり定める。
※ 小学校就学の始期に達するまでの子を養育するため、１日の勤務時間の一部に

ついて勤務しないことを認める制度

【現 行】 １日につき２時間の範囲内の休業

【改正後】 １日につき２時間の範囲内の休業（第１号部分休業）の形態に加え、

１年につき条例で定める時間内の休業（第２号部分休業）の形態が設

けられ、職員はいずれかの形態を選択可能

条例で定める特別の事情がある場合は、形態の変更が可能

１ 部分休業の請求の単位期間を、４月１日から翌年の３月３１日までの
期間とする。

２ 第１号部分休業は、次の時間を単位として承認する。
【現 行】正規の勤務時間の始め又は終わりにおいて３０分単位
【改正後】３０分単位

３ 第２号部分休業は、１年につき、次に定める時間の範囲内で原則１時
間を単位として承認する。
⑴ 常 勤 職 員 ７７時間３０分（１０日相当分）
⑵ 非常勤職員 １日当たりの勤務時間に１０を乗じて得た時間

４ 職員が部分休業の申出の内容を変更できる特別の事情は、申出時に予
測できなかった事実（※）が生じたことにより、当該変更をしなければ
子の養育に著しい支障が生じると任命権者が認める事情とする。
※ 配偶者の入院、配偶者との別居 等

５ その他所要の規定の整理を行う。

（令和７年１０月１日から施行）



- 3 -

議第６５号 岐阜県税条例の一部を改正する条例について
[担当課：税務課]

地方税法等の一部改正に伴い、次のように改正する。

１ 個人県民税
所得控除の対象に、特定親族特別控除(※)を追加する。

※ いわゆる「103万円の壁」に係る就業調整対策の観点から、大学生年代の子等に

係る所得控除の対象を拡大するもの

生計を一にする19歳以上23歳未満の大学生年代の子等のうち、特定扶養控除の

対象とならない合計所得金額58万円超123万円以下（給与収入123万円超188万円

以下に相当）の者を有する所得割の納税義務者について、最高45万円を控除

２ 県たばこ税
加熱式たばこに係る課税方式について、次のとおり重量のみ（現行

は、重量及び価格）に応じて紙巻たばこに換算する方式とする。

⑴ 紙その他これに類する材料のもので巻いた加熱式たばこ
加熱式たばこ０．３５ｇをもって紙巻たばこの１本に換算（※）

※ 加熱式たばこの１本当たりの重量が０．３５ｇ未満のものにあっては、加熱

式たばこの１本をもって紙巻たばこの１本に換算

⑵ ⑴以外の加熱式たばこ
加熱式たばこ０．２ｇをもって紙巻たばこの１本に換算（※）

※ 加熱式たばこの品目ごとの１個当たりの重量が４ｇ未満のものにあっては、

加熱式たばこの品目ごとの１個をもって紙巻たばこの２０本に換算

３ 自動車税
運転免許証と個人番号カードの一体化に伴い、心身障がい等による

環境性能割及び種別割の減免の申請時における提示書類に免許情報記録
個人番号カード（※）を追加する。
※ 免許の年月日及び有効期間の末日、免許の種類、条件等が記録された個人番号

カード。これを提示したときは、機器による読取りなどこれらの記録を確認する

ために必要な措置を受けなければならない。

４ その他所要の規定の整理を行う。

（一部を除き、令和８年１月１日から施行）
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議第６６号 岐阜県議会議員及び岐阜県知事の選挙における選挙運動の公費負
担に関する条例の一部を改正する条例について

[担当課：市町村課]

公職選挙法施行令の一部改正に鑑み、県議会議員選挙及び知事選挙にお
ける選挙運動の公費負担の限度額について次のとおり改定する。

１ 選挙運動用ビラの作成に係る費用（ビラ１枚当たり）

区 分 改定前単価 改定後単価

５万枚以下
７円73銭 ８円38銭

の場合

５万枚を超 {386,500円＋５円18銭× {419,000円＋５円62銭×
える場合 （作成枚数－50,000枚）} （作成枚数－50,000枚）}

/作成枚数 /作成枚数

２ 個人演説会告知用ポスター及び選挙運動用ポスターの作成に係る費用
（ポスター１枚当たり）

区 分 改定前単価 改定後単価

ポスター掲示 （316,250円＋541円31銭 （316,250円＋586円88銭
場数が500以 ×ポスター掲示場数）/ ×ポスター掲示場数）/
下の場合 ポスター掲示場数 ポスター掲示場数

ポスター掲示 ｛316,250円＋270,655円 ｛316,250円＋293,440円
場数が500を ＋28円35銭×（ポスター ＋30円73銭×（ポスター
超える場合 掲示場数－500）｝/ポス 掲示場数－500）｝/ポス

ター掲示場数 ター掲示場数

（公布の日から施行）
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議第６７号 岐阜県事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例について
[担当課：市町村課]

１ 高齢者の居住の安定確保に関する法律に基づく登録住宅の目的外使用
の承認事務について市町への権限移譲を行う。（１法令１項目）

２ その他所要の規定の整理を行う。

（一部を除き、令和７年１０月１日から施行）

議第６８号 岐阜県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例について
[担当課：子育て支援課]

１ 住民基本台帳ネットワークシステムの本人確認情報（※）を知事が利
用できる事務として、多胎児出生時支援金の支給に関する事務を追加す
る。
※ 氏名、生年月日、性別、住所等

２ その他所要の規定の整理を行う。

（公布の日から施行）
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議第６９号 岐阜県グリーンスタジアム人工芝張替工事の請負契約について
[担当課：地域スポーツ課]

１ 契約の目的 岐阜県グリーンスタジアム人工芝張替工事

２ 契約の方法 一般競争入札

３ 契 約 金 額 ６２７，６９３，０００円

４ 契約の相手方 大日本・横建特定建設工事共同企業体
構成員
岐阜市宇佐南１丁目３番１１号
大日本土木株式会社

各務原市那加前洞新町５丁目１０９番地の４
株式会社横建

５ 工事の場所 各務原市下切町地内

６ 工事の概要 人工芝張替工
面積１４，１８７平方メートル

議第７０号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：情報システム課]

１ 種類及び数量 タブレット型パーソナルコンピュータ １，９００台
附属機器
ディスプレイ ４，８１７台
専用台 ６，４９０台

２ 取得の相手方 東京都渋谷区代々木３丁目２２番７号
ＫＤＤＩまとめてオフィス株式会社

３ 取得予定金額 ７０３，４２２，５００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第７１号 徳山ダム上流域の山林の取得について
[担当課：水資源課]

県は、徳山ダム上流域の公有地化を推進するため、次の山林の取得（共
有持分の取得を含む。）をする。

１ 所 在 地 揖斐郡揖斐川町門入字大入山２３８５番１の１ほか
１００筆

２ 取得予定面積 ３５，６０８，４１１．４５平方メートル（うち、共
有持分の取得に係る山林の面積は、３５，６０２，１
２２．７１平方メートル（共有持分の取得に係る山林
の筆ごとの面積に当該筆に係る県が取得する共有持分
の割合を乗じて得た数に相当する面積の合計は、４９
７，５７４．５７平方メートル））

３ 所 有 者 清生満ほか１１名

４ 取得予定金額 ５５，９２８，７７９円

５ 取得の方法 買収

【参考】
今回上程分に係る山林の取得状況

今回の議案 持分割合換算面積(B) 取得割合

筆数 に係る土地 ((A)に持分割合を乗 (全取得対象面積

全体の面積 じた換算面積) 約17,700haに対

(A) する(B)の割合）

完全取得する山林 10筆 0.6ha 0.6ha 0.00％

持分取得する山林 91筆 3,560.2ha 49.8ha 0.28％

合 計 101筆 3,560.8ha 50.4ha 0.28％

↓
既取得割合（９４．２８％）を加えると、９４．５７％

（１６,７３８ha）

（※端数処理のため合計が合わないことがある。）

筆 数：今回取得する土地の筆数

※ 完全取得：単独所有山林の取得及び共有山林の共有持分の全部の取得

持分取得：共有山林の共有持分の一部の取得
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議第７２号 スクールバスの取得について
[担当課：教育委員会特別支援教育課]

１ 種類及び数量 大型バス ３台

２ 取得の相手方 神奈川県川崎市中原区大倉町１０番地
三菱ふそうトラック・バス株式会社

３ 取得予定金額 ７３，０３２，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第７３号 スクールバスの取得について
[担当課：教育委員会特別支援教育課]

１ 種類及び数量 中型バス ４台

２ 取得の相手方 愛知県名古屋市南区塩屋町５丁目１番地の３
いすゞ自動車中部株式会社

３ 取得予定金額 ９４，６２０，０００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第７４号 県立高等学校体育館の空調機の取得について
[担当課：教育委員会教育財務課]

１ 種類及び数量 空調機 １２８台

２ 取得の相手方 岐阜市宇佐南２丁目３番８号
濃尾電機株式会社

３ 取得予定金額 １５２，９００，０００円

４ 取得の方法 買入れ

議第７５号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：教育委員会教育財務課]

１ 種類及び数量 タブレット型パーソナルコンピュータ（特別支援学校
の児童生徒用） １，４２１台
附属機器
特殊マウス等 ４１台
ボタン入力装置 ３６台
入力機器接続装置 ２８台
固定装置 １１台
ディスプレイ ２台
音声出力会話補助装置 １台

２ 取得の相手方 岐阜市吉野町３丁目８番地
株式会社エフワン

３ 取得予定金額 １５４，０００，０００円

４ 取得の方法 買入れ
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議第７６号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：教育委員会教育財務課]

１ 種類及び数量 タブレット型パーソナルコンピュータ（教員の指導用）
４，８７５台
附属設備
サーバ ６３台

２ 取得の相手方 東京都千代田区飯田橋２丁目１８番４号
株式会社大塚商会

３ 取得予定金額 ６０３，６０２，４５０円

４ 取得の方法 買入れ

議第７７号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：教育委員会教育財務課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ（教員の校務用）
４９２台
附属機器
外付けディスクドライブ ９６台

２ 取得の相手方 東京都千代田区飯田橋２丁目１８番４号
株式会社大塚商会

３ 取得予定金額 ９６，７６６，５６０円

４ 取得の方法 買入れ
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議第７８号 岐阜県警察本部庁舎のＬＥＤ照明器具の取得について
[担当課：警察本部装備施設課]

１ 種類及び数量 岐阜県警察本部庁舎のＬＥＤ照明器具 一式

２ 取得の相手方 愛知県名古屋市中村区豊国通１丁目２２番地の２
共友リース株式会社

３ 契約予定金額 １５７，９６４，４００円

４ 取得の方法 所有権移転付き賃貸借契約の借入期間終了後に無償で
譲受け

５ 借 入 期 間 令和８年３月１日から令和１８年２月２９日まで

６ 取 得 の 日 令和１８年３月１日

議第７９号 パーソナルコンピュータの取得について
[担当課：警察本部情報技術企画課]

１ 種類及び数量 ノート型パーソナルコンピュータ ６７０台

２ 取得の相手方 岐阜市六条北４丁目１０番７号
中央電子光学株式会社

３ 取得予定金額 ６０，５００，３３０円

４ 取得の方法 買入れ
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（専決処分の報告をするもの）

損害賠償の額の確定

・交通事故に係るもの ３件

・道路事故に係るもの １件

[交通事故に係るもの]

報第39号 発生年月日及び場所 令和6年12月17日 高山市下之切町地内

事 故 の 概 要 交差点における車両との衝突

賠 償 額 ８７，６２９円

[担当課：家畜防疫対策課]

報第40号 発生年月日及び場所 令和6年7月24日 岐阜市茜部新所地内

事 故 の 概 要 進路変更による車両への衝突

賠 償 額 ５６８，４５７円

[担当課：警察本部監察課]

報第41号 発生年月日及び場所 令和6年12月17日 大垣市久瀬川町地内

事 故 の 概 要 路外から進入してきた車両との衝突

賠 償 額 ２８，０４５円

[担当課：警察本部監察課]

[道路事故に係るもの]

報第42号 発生年月日及び場所 令和6年5月11日 下呂市金山町戸部地内

事 故 の 概 要 法面からの落石による車両の破損

賠 償 額 １，０９７，３３７円

[担当課：道路維持課]
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（繰越計算書の報告をするもの）

報第４３号 令和６年度岐阜県一般会計繰越明許費繰越計算書

地方自治法施行令第１４６条第２項の規定により、繰越計算書を報告す
るもの。

翌年度繰越額 ６１，２８４，３１３，２５５円

報第４４号 令和６年度岐阜県一般会計事故繰越し繰越計算書

地方自治法施行令第１５０条第３項において準用する同令第１４６条第
２項の規定により、繰越計算書を報告するもの。

翌年度繰越額 ２７９，１３２，９００円

報第４５号 令和６年度岐阜県水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第３項の規定により、繰越計算書を報告するも
の。

翌年度繰越額 ２６６，４２１，０００円

報第４６号 令和６年度岐阜県流域下水道事業会計予算繰越計算書

地方公営企業法第２６条第３項の規定により、繰越計算書を報告するも
の。

翌年度繰越額 ９１０，４８９，９２２円

（その他法令に基づき報告をするもの）

報第４７号 令和６年度「清流の国ぎふ」創生総合戦略に係る実施状況につい
て

［担当課：総合政策課］

岐阜県行政に係る基本的な計画の議決等に関する条例第４条の規定によ
り、「清流の国ぎふ」創生総合戦略に係る実施状況について報告するもの。


